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平成 26 年 4 月 21 日 

各  位 

                                                    

株式 会社バルクホ ールデ ィング ス                   

代 表 取 締 役 社 長  大 竹  雅 治 

                       （コード番号：2467 名証セントレックス） 

                       問合せ先：取締役管理本部長 五十嵐 雅人 

電話番号：03- 5 6 4 9 - 2 5 0 0（ 代 表 ） 

 

当社当社当社当社連結連結連結連結子会社による株式会子会社による株式会子会社による株式会子会社による株式会社大江戸コンサルタントとの社大江戸コンサルタントとの社大江戸コンサルタントとの社大江戸コンサルタントとの業務提携業務提携業務提携業務提携に関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせ    

 

当社連結子会社である株式会社バルク（以下、「バルク」といいます。）と株式会社大江戸コンサル

タント（以下、「大江戸コンサルタント」といいます。）は、本日、コンサルティング事業分野におけ

る業務提携契約を締結いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

１．業務提携の理由 

当社連結子会社であるバルクは、プライバシーマーク認定取得支援及び ISO27001 認証取得支援等を

行う情報セキュリティコンサルティング事業を手掛けており、大企業から中小企業まで幅広い顧客層

に情報セキュリティに関するコンサルティングサービスを提供しております。特に、プライバシーマ

ーク認定取得支援分野においては国内トップクラスの 1,500 社以上の支援実績を有し、業界のリーデ

ィングカンパニーとなっております。 

一方、大戸コンサルタントは、人事労務のスペシャリスト集団による人事労務部門に特化した総合

コンサルティング会社であります。創業 15 年目にして、上場企業、上場準備中企業など取引企業数は

全国に約 1,000 社近くに上り、主に顧客企業に対して、労務リスクの対応や法改正情報、助成金情報

の提供など人事・労務にかかわる情報提供を行っております。また、ＩＳＯ認証取得支援や起業家支

援、アウトソーシング事業など幅広く企業を支援しております。 

今回の業務提携は、顧客ターゲットにおいて、今後の拡大が見込まれる中小企業であるなど一致し

ており、両社が提供するサービスを相互の顧客へ紹介することで、顧客企業により高い付加価値を提

供できるとともに、両社の顧客基盤の拡大、営業効率の向上、事業のさらなる発展が期待されること

から、顧客紹介に関する業務提携契約を締結したものであります。 

 

２．業務提携の内容等 

   バルクと大江戸コンサルタントは、以下の内容について業務提携を推進してまいります。 

  ①相互の顧客紹介および拡販協力 

  ②相互の提案活動での協調活動 

  ③セミナーの共同開催 

  ⑤両社の強みを生かした新規提携分野の開拓 

 

３．当該子会社の概要 

  （１）名称         株式会社バルク 

  （２）所在地        東京都中央区日本橋馬喰町二丁目 2 番 6 号 

  （３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長 村松 澄夫 

  （４）設立年月日      平成 19 年 3 月 1 日 

  （５）事業内容       情報セキュリティコンサルティング事業／マーケティングリサー

チ事業 

  （６）資本金        150 百万円 

 

４．業務提携の相手先の概要 

  （１）名称         株式会社大江戸コンサルタント 

  



 

2 

  （２）所在地        東京都中央区日本橋茅場町二丁目 5番 6号 日本橋大江戸ビル 

  （３）代表者の役職・氏名  代表取締役社長 仲藤 和弘 

  （４）設立年月日      平成 12 年 2 月 2 日 

  （５）大株主及び持株比率  仲藤和弘 100％ 

  （６）事業内容       人事労務に関する総合コンサルタント業務／ＩＳＯ認定取得支援

業務／アウトソーシング事業／有料職業紹介事業／一般労働者派

遣事業 

  （７）資本金        40 百万円 

  （８）従業員数       15 名 

  （９）当社との関係     資本関係、人的関係、取引関係はありません。また、関連当事者

への該当事項もありません。 

  （10）経営成績及び財政状態 売上高 248 百万円、総資産 768 百万円、純資産 195 百万円 

（平成 25 年 3 月期） 

 

５．今後の見通し  

本件による今期業績への影響については現在精査中であり、開示の必要が生じた場合には速やかに

開示いたします。 

 

以  上 


